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2005 年４月 23 日（土） 定例研究会 
テーマ： 憲法国民投票法案の検討 
報告者： 飯島慈明(工学院大学) 
時 間： 14：00～17：00 
場 所： 専修大学神田校舎社会科学研究所 
参加者： 28 名 
共 催： 憲法調査会市民監視センター 
 
報告概要 
 2004 年 12 月３日、「国民投票法等に関する与党協議会」は 2001 年の「日本国憲法改正
国民投票法案」を修正した「日本国憲法改正国民投票法案」と、同法案の審査及び起草権
限を衆参両院の憲法調査会に付与する「国会法改正案」を 2005 年に国会に提出し、これ
らの法案の成立を図る方針を固めた。自民、公明両党は、憲法改正手続を定める国民投票
法案の今国会提出を目指し、民主党に協議機関設置に向けた話し合いを呼び掛け、民主党
も応じる姿勢を示した。こうして「日本国憲法改正国民投票法」の制定が現実味を帯びる
ことになった。 
 この「国民投票法案」について、報告者は、個人の権利保障のために権力担当者を法的
に拘束するという立場に立つのであれば、権力担当者には憲法改正に関する権限をできる
限り与えないようにすべきであり、恣意的な方法により権力担当者に対する法的拘束を緩
めることがないようにされなければならない。しかし、「国民投票法案」では、「国民投票
での過半数」が「有効投票の過半数」とされており、かつ最低投票数も定められていない
等、憲法改正が容易になるような方向性があらゆる方面で採られている。また、96 条で
定められた国民投票も、主権者である国民が十分に憲法改正問題について討議し、そうし
た議論などを踏まえた上で国民投票の場で意見を表明できるようにすべきであるとする。
しかし、「国民投票法案」では、「公平確保」の名目で多くの公務員、教師等が「国民投票
運動」に携わることが禁じられ、さらには憲法改正を成立させるために改憲反対派の言論
や政治運動を封じることも可能になる規定が存在している。そして、多くの者が「公平確
保」の名目で憲法改正に関する発言を封じられ、かつ権力担当者らによる言論統制等の必
然的帰結として、憲法改正問題に関して国民は十分に議論ができず、マスコミ等による憲
法改正の問題点の提示も不十分なものにならざるを得ず、憲法改正国民投票の場での国民
の意見表明が不十分なものになる可能性があるとともに、権力担当者による言論統制の結
果、国民投票は権力担当者から提示された憲法改正案に対して正当化を付与するだけの役
割を演じるに止まってしまう可能性があると指摘した。 
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2005 年６月 15 日（水） 定例研究会報告 
テーマ： 世界システムとグローバル・セキュリティ:ＥＵの視点 
報告者： ヴェラ・ビラノバ・トリアス（バルセロナ大学法学部教授） 
時 間： 17:30～19:00 
場 所： 生田社会科学研究所 
 
報告内容概略： 
6 月 15 日(水)17 時半からバルセロナ大学法学部ヴェラ・ビラノバ・トリアス教授を講
師に迎え、「世界システムとグローバル・セキュリティ:ＥＵの視点」をテーマとした定例
研究会が開催された。発表はスペイン語で実施され、狐崎知己教授が通訳した。欧州連合
（ＥＵ）憲法が仏、オランダの国民投票でいずれも否決されたことをうけ、統合の理念、
安全保障、対米政策など各国の見解の違いや国民の関心度などをあげ、統合に「同床異夢」
の状態にある欧州の姿、今後の展望を探った。とかく、ＥＵの規範的側面にとらわれがち
な日本の専門家とは異なり、その実相を垣間見ることができた。スペイン語を履修してい
る大学院生なども多数加わって、ラテン系の和やかな雰囲気の研究会となった。（バルセ
ロナ大学は、国際交流協定校であることから、同教授の国際交流特別講演会が６月 13 日、
生田キャンパスで開催され、学生 31 人が傾聴した。この講演は英語で行われ、佐島直子
経済学部助教授が通訳を行った。） 
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